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Abstract: QFD is the quality control technique for producing the product which suits the quality which a customer demands. The 

process of QFD is performed by preparation of a quality demand spreadsheet, a quality characteristic spreadsheet, and a production 

factor spreadsheet. Herein, the process of utilizing patent information is not incorporated into this process. However, it is 

indispensable to utilize patent information for development of a new product, such as to conceive an idea or to determine a 

patentability. So, in this research, we present the technique of utilizing patent information effectively by incorporating the procedure 

of patent information application in the process of QFD. 
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1. はじめに 

１．１．背景 

真に顧客の要求を満たす商品を企画・設計し、技術開発、

生産活動を通して、高品質、低コストの商品に仕上げ、それ

を市場に提供していくことは企業の競争力の維持・向上にと

って必須の課題である。そのための手法として 1970 年代後

半 に 赤 尾 洋 二 等 に よ り Ｑ Ｆ Ｄ （ Quality Function 

Deployment＝品質機能展開）が開発された。赤尾等はそれま

での品質管理が、「決められた設計品質に適合する製品を生産

するための活動」であったのに対し、品質管理の目標を「顧

客の要求を満たす品質を設計し、それを開発、生産活動を通

して実現すること」に発展させるべきであると考え、この手

法を開発した。以来、ＱＦＤは日本企業に幅広く取り入れら

れて多くの成果を生み出し、1980年代から今日に至るまで日

本の製造業発展の一翼を担ってきた。しかしながら、ＱＦＤ

はその体系の中に特許情報を活用するシステムを備えていな

いため、現場におけるＱＦＤ活動は知的財産活動とのリンク

が弱く、プロパテント／プロイノベーション時代に相応しい

活動とは言えない。 

本研究では、ＱＦＤで使用される情報（品質特性及び生産

要素）と特許情報解析で使用される情報（課題及び解決手段）

とが対応関係にあることを明らかにし、その対応関係を利用

すればＱＦＤの展開の中でシステマティックに特許情報解析

が行え、それによって特許情報を活用したボトルネック技術

（ＢＮＥ）の解決、知財戦略の策定、ひいてはオープン・イ

ノベーションへの展開をＱＦＤ活動と同時並行的に進めるこ

とが可能であることを示す。 

 

１．２．本研究の目的 

 ＱＦＤは基幹的な商品開発・品質管理手法であるが、知財

管理ないし知財戦略的な観点からするとその活動には問題が

あると言わざるを得ない。それは現実のＱＦＤ活動が知財管

理、知財戦略と十分には連動していないことである。 

例えば、「品質機能展開活用マニュアル３ 品質展開法

（２）」１）には 1978 年から 1992 年にかけて発表されたＱＦ

Ｄ活動報告が 534件紹介されているが、これらの報告書の中

には特許情報の活用あるいは知的財産について言及した事例

は存在しない。 

新商品開発における特許情報活用及びＱＦＤ活動における

知財戦略の重要性を考えた時、ＱＦＤの展開において特許情

報をより高度かつ有効に活用する方法はないか、また、それ

を通じて新商品開発活動の中に知財管理・知財戦略を徹底さ

せていく方法はないかとの問題認識から本研究に着手したも

のである。 

 

２．ＱＦＤに特許情報を融合する手法の提案 

２．１．ＱＦＤにおける情報の処理方法 

筆者等が、ＱＦＤに特許情報を融合するための手法を開発

する前提条件は、両者において扱われる主要な情報の類似性

である。 

そこで、まずＱＦＤにおける情報の処理方法を示す。 

図１はＱＦＤ手法の概念図である。新商品開発テーマが決



 

 

定されると最初に対象商品に関するユーザー要求の調査と自

他社製品の特性比較を行い、これらの情報に基づいて、ユー

ザーの要求を満たし、かつ他社の製品を凌駕するためにはい

かなる品質をいかなるレベルに設定すべきかを検討し、決定

する。ここで設定された品質目標を設計品質という。 

次に設計品質と自社技術とを照らし合わせ、もし設計品質

を自社の既存技術（及びその組合せ）で達成することが出来

るのであれば製造条件を決定し、生産を行う。もし達成する

ことができないボトルネックが存在するのであれば、ボトル

ネック技術（ＢＮＥ）を克服するための技術開発を行い、そ

の上で製造条件を決定し、生産を行う。 

このＱＦＤ手法の展開の中で用いられる主要な情報は、図

１に示した要求品質展開表、品質特性展開表、生産要素展開

表である。以下にそれらの概要を示す。 

①要求品質展開表 

   要求品質展開表を作成するためには、商品に対するユ

ーザーの要求をインタビュー調査、アンケート調査、ク

レーム情報の収集等の手段で収集する。次に、同義語・

類義語を統一した上で、ＫＪ法でグルーピングし、２段

ないし３段の階層構造（系統図）にまとめあげる。 

②品質特性展開表 

要求品質展開表はユーザーの言葉で表現されている

ため、この情報から商品設計の目標値を引き出すために

は、技術者の言葉に置き換える。 

③生産要素展開表 

   生産要素展開表は、商品の構成、部材、部品、製造工

程、製造・加工条件等、商品の製造に関わる全ての要素

をとりまとめたものである。 

 

図 1 ＱＦＤ手法の概念図 

 

２．２．特許情報解析における情報の処理方法 

１）特許情報の解析方法 

特許情報を事業戦略、研究開発戦略、知財戦略に効果的に

役立てる方法として、パテントマップ解析が有効であること

が知られており、現在ではこの解析のためのソフトウエアが

多数開発され、多くの企業、研究機関で活用されている。パ

テントマップ解析とは、出願人、発明者、技術分類、技術用

語等の相互的な関係を表、グラフ等に表示し、技術動向、企

業動向、市場動向、技術関係等の解析を行う手法である。特

に技術的事項（課題と解決手段の関係等）に関する解析を行

うに当たっては、それぞれの特許出願に付与されている IPC、

FI、F ターム等の分類記号が重要な手がかりを提供してくれ

る。 

しかしながら、これらの分類記号だけで精緻な技術的解析

を行うことは難しいため、課題及び解決手段に関する用語を

用いた特許情報解析が行われている（以下、シソーラス化）。

なぜ課題及び解決手段に関する用語を特に取り上げるのかと

言えば、「発明」とは課題に対し解決手段を与えることであり、

特許明細書とはその課題と解決手段の開示を目的とした文書

であるからに他ならない。 

 

２）シソーラス化の手段 

ここで、課題展開表、解決手段展開表を作成する方法とし

ては以下の三つが考えられる。 

① ボトムアップ法 

特許明細書から課題、解決手段に関連する用語を抽

出し、同義語・類義語の統一を行った後、ＫＪ法によ

って上位概念への階層化を行う方法。 

② トップダウン法 

企業の中に存在する課題、解決手段に関する知識体

系（社内分類、特性要因図等）をベースに系統図を作

成し、その系統図の中に特許明細書中の課題用語、解

決手段用語を位置づけしていく方法。 

③ 折衷法 

社内の知識体系をベースとしつつも、適宜その修正、

拡充を行いながら、特許明細書中の課題用語、解決手

段用語を位置づけしていく方法。 

 

自社にとって全く新しい技術領域の特許情報についてシソ

ーラス化を行う場合にはボトムアップ法に依らざるを得ない

が、既存の技術領域でシソーラス化を行う場合には、トップ

ダウン法を用いることによってより効率的にシソーラス化を

行うことが可能である。 

本来、企業内にこのような形式知化された知識体系を作り

上げておくことが望ましいが、残念ながら多くの場合、整備

された知識体系の存在は期待し難いため、折衷法が現実的な

アプローチとなるであろう。 

さらに言えば、特許情報には常に一企業の認識を越えた広

範な技術的知識が蓄積されており、例え社内に整備された知

識体系が存在したとしても、シソーラス化を行うにあたり特

許情報に基づいてその修正、拡充を行うことによって、イノ

ベーションのための情報量をより豊かにすることができるで

あろう。 

 

２．３．ＱＦＤと特許情報解析の対応関係 

ＱＦＤで使用される前述の情報の内、品質特性展開表は商



 

 

品開発において達成すべき目標（課題）に関する情報である

ことから特許における課題展開表に対応するものと考えるこ

とができる。 

一方、ＱＦＤにおける生産要素展開表は、品質特性という

目標（課題）を解決する手段に関する情報であり、特許にお

ける解決手段展開表に対応するものと考えることができる。 

以上のことから品質特性展開表と生産要素展開表のマトリ

クス（二元表）が特許情報解析における課題展開表と解決手

段展開表のマトリクス（二元表）に対応することも明らかで

あろう。 

このようにＱＦＤと特許情報解析は依拠する情報が高い類

似性を有しているということができ、この特徴を活用すれば、

特許情報をＱＦＤに融合し、ＱＦＤにおいて特許情報を高度

かつ徹底して活用することが可能になると期待することがで

きる。 

 

２．４．ＱＦＤと特許情報解析の融合方法 

特許情報とＱＦＤを融合する具体的な方法としては下記の

二つの方法が考えられる。 

①  ＱＦＤの品質特定展開表、生産要素展開表を特許情

報のシソーラス化に活用する方法 

ＱＦＤ活動の中で品質特性展開表、生産要素展開表

を作成した後、これを特許情報解析における課題展開

表、解決手段展開表の作成に活用し、両者の融合を図

る。 

②  特許情報の課題展開表、解決手段展開表をＱＦＤに

活用する方法 

 特許情報解析の中で課題展開表、解決手段展開表を

作成した後、これをＱＦＤにおける品質特性展開表、

生産要素展開表の作成に活用することによって両者の

融合を図る。 

 

もし、社内に、形式化された知識体系が存在すれば、①の

場合の品質特性展開表、生産要素展開表の作成において、ま

た、②の場合の課題展開表、生産要素展開表の作成において、

ベース情報として大きな役割を果たし得ると考えられる。 

すなわち、社内の個々の技術者が個別的に保有している暗

黙知を集合して形式知化し、知識体系として整備しておくこ

とは、研究、製造、営業等の企業活動を効率的に推進するた

めの基本であるが、それに加えてＱＦＤ活動の推進にとって

も、また、特許情報解析をベースとする戦略的活動にとって

も重要な基盤的活動であるということができる。  

付言すれば、ＱＦＤでは、ユーザーの品質要求情報から要

求品質展開表及び品質特性展開表を作成することになってい

るが、ユーザー情報からは導きえなかった品質要求並びに品

質特性を特許情報から入手できる可能性があり、それらの情

報を要求品質、品質特性に加えることによってそれぞれの展

開表の充実を図ることができると考えられる。 

 

２．５．両者を融合した新しい商品開発システムとその期待

効果  

 図２に両者を融合した新しい商品開発システムの概念図を

示す。このシステムは図１のＱＦＤ手法の概念図に特許情報

解析フローを融合したものである。品質特性・課題展開表と

表示されているのは、要求品質展開表からの情報と特許情報

を相互に活用しながら作成したものであることを示している。

生産要素・解決手段展開表と表示されているものも同様に、

品質特性展開表からの情報と特許情報を相互に活用しながら

作成したものであることを示している。 

 このシステムにおける特許情報の役割及び期待効果を列挙

すると下記の通りである。 

①  品質特性・課題展開表の作成において特許情報を活

用し、より多くの課題情報を取り込んで、展開表を作

成することができる。 

②  生産要素・解決手段展開表の作成において特許情報

を活用し、より多くの解決手段情報を取り込んで展開

表を作成することができる。 

③  自他社の製品の特性比較において、他社の特許情報

を参考に、他社製品の将来予測を行うことができる。 

④  ＢＮＥに対する解決策の創出において、特許情報を

参考にすることができる。 

⑤  特許情報を活用して、自社技術の特許性及び他社特

許に対する抵触性の判断を行うことができる。 

⑥  特許情報を活用して、ライセンス可能な他社技術を

発見することができる（オープン・イノベーションの

展開）。 

⑦  自社開発技術の内、自社使用の可能性がない技術に

ついて、他社へのライセンスアウトを検討することが

できる（オープン・イノベーションの展開）。 

⑧  特許情報を活用して、事業・研究開発・知財戦略の

策定ができる。 

  

このように、ＱＦＤと特許情報を融合することが可能にな

れば、ＱＦＤ活動に多大なメリットが齎されるものと期待す

ることができる。 

 

図 2 特許情報と融合したＱＦＤ展開フロー 

 



 

 

３．検証 

３．１．検証の準備 

１）ＱＦＤからの情報入手 

本研究で、ＱＦＤ活動が行われており、品質要素展開表と

生産要素展開表が存在すると仮定し、図３で示した 2010 年

に発行された「商品開発のための品質管理展開（知識変換の

ＳＥＣＩモデルとＱＦＤ）」２）の中の「銀行窓口業務用スキャ

ナーの開発」で扱われたスタンド型イメージスキャナの事例

で掲載された品質特性展開表と生産要素展開表を利用した。 

 

図 3 品質特性と生産要素の二元表 

 

２）特許からの情報入手 

下記の簡易的手順により、スタンド型イメージスキャナ特

許の集合を取得した。 

① 検索キーの選定 

特許商用データベースの概念検索機能により、上述

の事例における品質特性展開表中の単語を用いた検索

を行い、ヒットした特許の上位 100件を選択した。そ

れぞれの特許に付与されているFタームの出現頻度を

分析し、5C072LA12を検索キーとして採用した。 

注：5C072： FAXの走査装置 

     LA ：原稿静止型平面走査 

LA12：原稿載置台上部に読取り系を配置したもの 

② 検索結果の抽出 

5C072LA12を検索キーとして、1986年 1月 1日～

2006 年 12 月 31 日に特許庁より発行された公開特許

公報 861件を抽出した（スタンド型イメージスキャナ

に関するＱＦＤ活動の報告が 2004 年に行われている

ため）。 

③ スクリーニング 

861 件の公開公報についてマニュアルでスクリーニ

ングを行い、「スタンド型イメージスキャナ」のみを抽

出した。 

 

 次にこの特許群を用いて、ＱＦＤと特許情報を融合する手

順とその結果を示す。 

 

３）市販の特許情報解析ソフトの活用 

ＱＦＤと特許情報と融合するためには、情報処理のための

ソフトウエアが必要である。ＱＦＤの支援ソフトとして

Microsoft(R) Office Visio(R) 2003６）が存在するが、このソフ

トで特許情報を取り扱うことはできない。一方、市販の特許

情報解析ソフトの中には、シソーラス化の作業をサポートす

る機能を持つものが存在する。例えば、(株)レイテックの

PAT-LIST がその一例である。筆者等は、このソフトを活用

することによって、ＱＦＤと特許情報を融合した情報処理が

可能であることを確認した。以下にその結果を示す。 

 

３．２．検証の実施（ＱＦＤと特許情報の融合） 

前述の方法で入手したＱＦＤと特許の情報を融合する手順

とその結果を示す。 

 手順１．開発対象の新製品に関する要求品質展開表、品質

特性展開表、生産要素展開表を作成する（ＱＦＤの

手順として実施する）。今回は、図３に示した品質特

性展開表と生産要素展開表を採用した。 

 手順２．開発対象の新製品に関する特許情報を検索し、

PAT-LISTに取り込む。 

 手順３．手順１で作成した品質特性展開表をベースにして、

特許情報の課題に関する用語のシソーラス化を行い、

品質特性・課題展開表を作成する（PAT-LIST 上で

行う）。 

 手順４．手順１で作成した生産要素展開表をベースにして、

特許情報の解決手段に関する用語のシソーラス化を

行い、生産要素・解決手段展開表を作成する

（PAT-LIST上で行う）。 

 手順５．手順３、４で作成した品質特性・課題展開表と生

産要素・解決手段展開表から二元表を作成する

（PAT-LIST 上で二元表を作成し、必要に応じてエ

クセルに出力して加工する）。 

 

３．３．検証の結果 

 上述の手順５を実施して得られた品質特性・課題展開表と

生産要素・解決手段の二元表を図４に示す。この二元表は図

３の品質特性と生産要素の二元表に対応するものである。こ

のようにして、PAT-LIST を用いることにより容易にＱＦＤ

と特許情報を融合できることが確認できた。図４の作成を通

して、及び、図４と図３を対照させた解析により、２．４に

列挙した①～⑧のメリットを享受することが可能となる。 



 

 

 

図 4 特許情報を融合して作成した二元表 

 

４．まとめ 

 ＱＦＤは、日本企業に広く採用されている新商品開発手法

であるが、これまでのＱＦＤ活動は、十分に特許情報を活用

し知財戦略と連携する活動とはなっていなかった。そこで本

研究では、ＱＦＤと特許情報とを融合する仕組みの開発を試

みた。両者を融合する前提として着目したのは両者が扱う情

報の類似性である。そこで、まず、下記２点を事例に基づき

確認した。 

１） ＱＦＤで作成する品質特性展開表は、特許情報をシ

ソーラス化することによって得られる課題展開表と

類似していること 

２）  同様に、ＱＦＤで作成する生産要素展開表は、特

許情報をシソーラス化することによって得られる解

決手段展開表に類似していること 

  

次に、両者を実際に融合する手法としては、シソーラス化

機能を有する特許情報解析ソフトを用いて、下記の手順を実

施することが考えられる。 

A)  品質特性展開表及び生産要素展開表をテンプレー

トとして使用し、課題展開表及び解決手段展開表を作

成する。 

B)  あるいはその逆の手順として、課題展開表及び解決

手段展開表をテンプレートとして使用し、品質特性展

開表及び生産要素展開表を作成する。 

 

 融合の可能性を実際に確認するため、本研究ではＱＦＤに

関する過去の報告事例を用い、シソーラス化機能を有する市

販の特許情報解析ソフトを活用して上記Ａ）の手順を実施し

た。 

その結果、ＱＦＤと特許情報を融合した品質特性・課題展

開表と生産要素・解決手段展開表及びその二元表を作成する

ことが可能であることが確認できた。この手法を活用すれば、

ＱＦＤ活動の中で、特許情報を高度かつ有効に活用すること

が可能になると考えられる。 
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